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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
　

回次
第86期
第１四半期
連結累計期間

第87期
第１四半期
連結累計期間

第86期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 6,904,878 7,305,871 37,308,474

経常利益又は経常損失（△） (千円) 50,105 △208,934 2,429,556

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 9,054 △152,066 1,683,146

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △105,515 △87,079 1,642,116

純資産額 (千円) 11,945,487 13,446,068 13,692,774

総資産額 (千円) 28,279,866 28,655,790 31,233,731

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は
１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) 0.56 △9.53 105.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.11 46.76 43.70
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善に加えて、設備投資に持ち直しの

動きがみられ、景気は緩やかな回復基調であるものの、海外景気の下振れリスクが依然として存在するなど、先行

きは不透明な状況が続いております。

　道路建設業界におきましては、公共投資、民間設備投資ともに堅調に推移しましたが、受注競争の激化や建設需

要の地域間格差が顕在化するなど、経営環境は依然として厳しい状況でありました。

　このような状況の下、当社グループでは、必要事業量の確保を最重要課題として積極的な営業を展開するととも

に、安全管理の徹底と品質重視の施工に努めてまいりました。その結果、当第１四半期連結累計期間における受注

高は96億５千４百万円（前年同期比33.0％増）、売上高は73億５百万円（前年同期比5.8％増）となりました。利益

につきましては、経常損失が２億８百万円（前年同期は経常利益５千万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失

が１億５千２百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益９百万円）となりました。

　事業の部門別の業績は、次のとおりであります。

（工事部門）　

工事受注高は87億７千８百万円、完成工事高は64億２千９百万円、完成工事総利益は３億１千１百万円となりま

した。

（製品等販売部門）

製品等受注高、売上高は８億７千６百万円、製品等売上総損失は２千万円となりました。

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が著しく大き

くなります。一方、営業所経費、販売費及び一般管理費がほぼ均等に発生するという季節的変動があり、第１四半

期連結累計期間としては概ね予想通りであります。

 

(2) 経営方針・経営戦略等　

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 
(4) 研究開発活動　

当第１四半期連結累計期間の研究開発費は１千万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

(注) 平成29年６月29日開催の第86回定時株主総会において、平成29年10月１日をもって当社の発行する普通株式に

ついて５株を１株の割合で併合する旨及び株式の併合の効力発生日をもって定款変更を行い、発行可能株式総

数を48,000,000株減少し、12,000,000株とする旨が承認可決されております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,978,500 15,978,500
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は、1,000株
であります。

計 15,978,500 15,978,500 ― ―
 

(注) 平成29年６月29日開催の第86回定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもっ

て、単元株式数を1,000株から100株に変更する旨の定款変更が承認可決されております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 15,978,500 ― 1,751,500 ― 600,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 25,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,933,000
15,933 ―

単元未満株式
普通株式

20,500
― ―

発行済株式総数 15,978,500 ― ―

総株主の議決権 ― 15,933 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）

含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式627株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社佐藤渡辺

東京都港区南麻布
1－18－4

25,000 ― 25,000 0.16

計 ― 25,000 ― 25,000 0.16
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社佐藤渡辺(E00167)

四半期報告書

 5/16



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 3,991,387 6,500,602

  受取手形・完成工事未収入金等 13,686,134 8,072,681

  未成工事支出金 739,110 1,228,648

  その他のたな卸資産 171,159 164,007

  繰延税金資産 333,783 394,450

  その他 202,581 164,973

  貸倒引当金 △14,841 △8,051

  流動資産合計 19,109,315 16,517,311

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 5,949,302 5,949,302

   その他（純額） 3,745,025 3,734,619

   有形固定資産合計 9,694,327 9,683,922

  無形固定資産 38,556 35,585

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,610,171 1,681,060

   長期貸付金 51,117 42,612

   破産更生債権等 80,657 58,487

   繰延税金資産 659,636 632,457

   その他 59,461 56,939

   貸倒引当金 △69,512 △52,586

   投資その他の資産合計 2,391,531 2,418,970

  固定資産合計 12,124,415 12,138,478

 資産合計 31,233,731 28,655,790
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 8,411,583 6,514,628

  短期借入金 1,800,000 2,400,000

  1年内返済予定の長期借入金 398,980 398,980

  未払法人税等 538,459 40,863

  未成工事受入金 362,591 610,140

  賞与引当金 384,499 194,459

  完成工事補償引当金 31,195 30,759

  工事損失引当金 69,300 66,900

  独占禁止法関連損失引当金 337,081 -

  その他 811,579 717,041

  流動負債合計 13,145,269 10,973,773

 固定負債   

  長期借入金 865,330 764,750

  退職給付に係る負債 2,433,572 2,378,231

  再評価に係る繰延税金負債 886,522 886,522

  長期預り金 156,000 156,000

  その他 54,261 50,444

  固定負債合計 4,395,687 4,235,948

 負債合計 17,540,956 15,209,721

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,751,500 1,751,500

  資本剰余金 869,602 869,602

  利益剰余金 9,090,987 8,779,392

  自己株式 △5,129 △5,227

  株主資本合計 11,706,960 11,395,267

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 202,973 270,575

  土地再評価差額金 1,698,058 1,698,058

  退職給付に係る調整累計額 40,142 34,982

  その他の包括利益累計額合計 1,941,173 2,003,617

 非支配株主持分 44,640 47,183

 純資産合計 13,692,774 13,446,068

負債純資産合計 31,233,731 28,655,790
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 ※1  6,904,878 ※1  7,305,871

売上原価 6,402,445 7,014,928

売上総利益 502,433 290,942

販売費及び一般管理費 491,032 502,623

営業利益又は営業損失（△） 11,401 △211,680

営業外収益   

 受取利息 2,356 1,731

 受取配当金 43,520 13,886

 貸倒引当金戻入額 2,554 5,584

 雑収入 13,196 4,264

 営業外収益合計 61,627 25,466

営業外費用   

 支払利息 16,863 11,078

 持分法による投資損失 4,912 10,307

 雑支出 1,147 1,332

 営業外費用合計 22,922 22,719

経常利益又は経常損失（△） 50,105 △208,934

特別利益   

 固定資産売却益 15,814 -

 関係会社清算益 14,120 -

 独占禁止法関連損失引当金戻入額 - 25,248

 特別利益合計 29,935 25,248

特別損失   

 固定資産売却損 2,494 -

 固定資産除却損 17 5,289

 特別損失合計 2,512 5,289

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

77,528 △188,975

法人税等 67,588 △39,452

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,940 △149,522

非支配株主に帰属する四半期純利益 885 2,543

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

9,054 △152,066
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,940 △149,522

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △107,064 67,602

 退職給付に係る調整額 △8,391 △5,159

 その他の包括利益合計 △115,456 62,443

四半期包括利益 △105,515 △87,079

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △106,401 △89,623

 非支配株主に係る四半期包括利益 885 2,543
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【注記事項】

 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日 至　平成29年６月30日)

(税金費用の計算)

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用い

て税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によってお

ります。
 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

　

※１　売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結

会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４

四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日)

減価償却費 169,956千円 139,271千円
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(株主資本等関係)

　

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 111 7.0 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 159 10.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

当社グループは、建設事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

当社グループは、建設事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

 １株当たり四半期純利益金額又は
 １株当たり四半期純損失金額(△)

0円56銭 △9円53銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
 親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

9,054 △152,066

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純利益金額
 又は普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純損失金額(△)(千円)

9,054 △152,066

 普通株式の期中平均株式数(千株) 15,954 15,952
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

　

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月９日

株式会社佐藤渡辺

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   桐　　川　　　　　聡   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　　兼　　宏　　章   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社佐藤渡

辺の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社佐藤渡辺及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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